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会議名 令和６年度第１回 宝塚市産業活力創造会議 

日時 
令和６年（2024年）8月1日（木） 

13：00～15：00 
場所 宝塚市立中央公民館 208学習室 

出席者 

委員 
小林 伸生（会長）、今里 有利、小早川 優、西林 康夫、胡中 美伸、川村 真純、 

澤 昌宏 （以上敬称略） 計７名 

担当 

事務局 

産業文化部長、産業振興担当次長、商工勤労課長、 

商工勤労課係長２名、商工勤労課事務職員  計６名 

関係課 

関係機関 

0名 

会議の公開・

非公開 
公開 傍聴者 ０名 
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議事録 

１ 開会 

２ （次第１）辞令交付 

３ 出席委員数報告・会議成立確認 

４ 資料確認 

５ （次第２）会長、副会長の選任について 

委員の互選により、小林委員を会長とすること、また今里委員を副会長とすることに決定し

た。 

 

６ （次第３）商工業実態調査の内容について 

今年度9月に実施予定である商工業実態調査の設問項目について事務局より説明を行い、

その後質疑応答や意見交換を行った。以下、その内容である。 

     

設問２７（後継者の有無）について、設問内容と選択肢が合っていないのではないか。また、

ページをまたがって表示されていて見づらい箇所がある。 

 

委員からの意見について修正を検討する。 

 

現在の業況を聞くことももちろん重要だが、行政が実施する、または、実施に向けて検討して

いる施策についても広く意見を聞いてみてはどうか。 

 

市として施策立案していくにあたり、市内事業者の意見を積極的に収集したいと考えてい

る。今里委員の意見を参考に設問30（必要な支援）や３１（産業活性化に効果的な事業）の回答

選択肢に具体的事業名の追加を検討する。 

 

実際にある事業だけでなく、実施予定の事業も記載しその反響を見ることで、今後の施策立

案の参考になる。ぜひ検討してほしい。 

 

産業振興ビジョン策定した際、厳しい財政状況の中、創業支援に関する取組に注力すること
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を決めた。本調査を実施し、市内事業者の声を聴くことで、市がどの事業に注力すべきかを判

断する貴重な機会となる。ぜひ有益な調査にしてほしい。 

 

調査票の想定回収率を５０％と設定したこと、は他の統計調査と比較するとかなり高い目標

であると感じる。他自治体が実施している同様の調査の回答率は２０％程度だが、回答率を上

げる工夫を考えているか。 

 

前回調査時の回答率は約４０％である。今回は、郵送だけでなくウェブ回答フォームも設けて

いる。少し高い想定ではあるが、本市産業振興にとって重要な調査であり、より多くの意見を収

集することを目的に５０％と設定した。 

 

設問３３（インバウンド受け入れに関する設問）について、選択肢式の回答に加え、自由記述で

理由を聞けないか。インバウンド受け入れの影響は、業種によりその度合いに差があるように

感じる。ぜひ検討してほしい。 

 

委員からの意見について追加を検討する。 

 

インバウンドについて、大阪に連泊し、日帰りで周辺地域の温泉地や寺社仏閣を観光する傾

向があり、その候補地のひとつとして宝塚がある。彼らを含む日帰り客に向けた寺社仏閣巡り

等、体験型ツアーのニーズはあると感じる。 

 

本市は、良質なコンテンツが多く、それを集客につなげる施策が必要だと感じる。 

 

令和5年頃から新型コロナウイルス関連融資の返済が始まり、小規模事業者の資金繰りは悪

化している。そのため、設備投資などの追加融資を受けることができていない。その結果、小売

業を中心に経営状況が上向いていない。 

 

本市は、宝塚歌劇や寺社仏閣などの域外からヒト、カネの流入が見込めるコンテンツを保有

している。しかし、本市の地域経済循環率が低いことからも分かるとおり、それらコンテンツが

市内での消費行動に繋がっていないのではないか。本調査を参考に、地域経済循環率を上げる

事業を立案してほしい。 

 

委員からの意見を参考に、調査項目の追加、修正を検討する。本来であれば、調査票修正案

を本審議会に再度諮るべきではあるが、調査実施時期の関係上困難なため、修正案の確認を

委員長に一任したいと考えている。 

 

事務局からの提案についていかがか。 

 

異議なし。 
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７（次第４）その他 

本調査結果については例年実施している年度末の産業活力創造会議にて各事業の進捗と併

せて報告する旨、事務局から報告があった。 

 

８（次第５）閉会 

 

以上 

 

 


